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「つくる会」系教科書の採択を止めるため考察 

       ―― 採択権限などをめぐって ――   
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１、はじめに（国家と教科書の結びつき） 
 

唐澤富太郎（東京教育大学教育学教授）は、『教科書の歴史 -教科書と日本人の形成-』

（創文社、1956 年）の序において、国家と教科書の結びつきを次のように述べている。 

 

『教科書が日本人を作った。教科書こそは、一部の国民にだけ働きかけたというのでは

なく、広く一般民衆の一人一人に大きな影響を与えて日本人を形成してきた。特に過

去の日本の教育が教科書中心の教育であっただけに、その影響は大きかった。義務教

育だけで実社会に出た人達に対しては、その人の一生を支配する程の力をもち、また

高等教育を受けた人達に対しても、そのパーソナリティ形成の基礎を養って行ったの

である。このように考えて、教科書の歴史こそは、小学校の歴史であり、庶民の教育

史であり、国民の形成史である。 

 そもそも明治以後、国家が教育にかけた期待は大きかった。それだけ教科書は、国

家政策推進の一翼という重要な使命を担わせられつつ発展してきた。特に国定制実施

以後の教科書にこの傾向は顕著に見られ、そのピークが昭和十六発行の超国家主義的

教科書となって、国民を歪んだパターンにはめ込んで行ったといわなければならない。

五度にわたる国定教科書改訂の、そのいずれもが戦争を契機としていることは、国家

と教科書の結びつきのいかに密接であったかを物語るとともに、現在のわれわれの最

も考えさせられる問題である。』 

 

 

２、「つくる会」の主張と採択における教育委員会の権限の強化 
 

2-1 「つくる会」の主張 

 

新しい歴史教科書をつくる会（以下「『つくる会』」という）は、「日本の歴史教科書は

『自虐的』であり、自分の国に誇りをもてない」と「日本の国に誇りをもてる教科書を

つくる」ことの目的で結成され右翼・国家主義団体である。「つくる会」は、同会の目的

に沿った教科書づくりのために扶桑社と提携を結び、教科書の共同事業者として主導的

立場で扶桑社版中学歴史教科書（以下「扶桑社版歴史教科書」という）及び公民教科書

を編纂した。また、「つくる会」は、教科書づくりと平行して、同教科書の評価が低く（歴

史歪曲など記載内容の偏向していることなどがその理由）、これまでの採択手続のままで

は、同教科書の採択は困難であろうと、その手続の方法を変える目的で次のことを主張

し、それを文科省や右派の国会議員、地方議員らへ働きかけた。 

 

『現場教員の調査研究に基づいて、採択協議会などが教科書の順位をつけて採択すべ

き教科書を答申する採択方法などは、教育委員会の権限を侵す違法な手続である』 

 

2-2 採択における教育委員の権限の強化の変遷 
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「つくる会」のこの主張と働きかけを受け、2000 年 8月、中川秀直官房長官は、「教

科書採択を教育委員会が責任をもって行うのも重要課題」と述べ、大島理森文相も、「教

科書選定は、毅然として教育委員会の判断で行うことが当然」と国会で答弁。「教育委員

会の権限と責任で採択を行え」との趣旨の文部省「通知」が、全国の都道府県教委に出

された。この通知の影響で、2001 年度の採択から学校希望票の廃止や教員らの意見が選

定資料から排除されるようになった（『朝日新聞』2001.5.2。24 頁）。 

2005 年度採択に際して、山中伸一文科省審議官は、「日本の前途と歴史教育を考える

会（自民党有志で結成）の総会で「採択権限は教育委員にあることを明確化するため、

教育委員の決定は選定委員会や調査委員会など下部機関の示した選定資料には拘束され

ない」との方針を明らかにし（『産経新聞』2005.3.3。24 頁）、教育委員会における採択

の際の権限がさらに強化された。 

 

 

2-3 「採択権限」などの定義 

 

以上の経過を経て、教育委員会における採択審議において、教育委員らは、教員らの

調査研究に基づく選定資料ないし採択資料、採択委員会などの答申を参考にはしても、

それに縛られることなく、個々人の教科書の評価に基づく多数決によって決定するとい

う採択が行われるようになった。たとえば、愛媛県教育委員会（以下「県教委」という）

と今治市教育委員会（以下「今治市教委」という）は、2009 年度の採択において、いず

れも扶桑社版歴史教科書を採択し、同教科書を採択した理由を、県教委の井関和彦委員

長は、「国民の自覚を育てる目標に合致している」（定例委員会）と述べ、また、今治市

教委の小田道人司委員長は、「日本人の誇りを持った人間を育てる上で最良」と採択後に

コメントしている（『愛媛新聞』2009.8.28）。いずれの採択も、選定資料を参考にしたと

は述べてはいるが、「採択権者の権限と責任」に基づき、各教育委員の独自の評価による

多数決による採択（以下「『教育委員の独自評価に基づく採択』」という。このような教

育委員会の採択における権限を「『採択権限』」という）を行い、使用する教科書を決定

している。 

なお、文科省及び教育委員会（以下「文科省ら」という）は、「採択権限」の根拠法を、

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下「地教行法」という）第 23条第 6号と

教科書の発行に関する臨時措置法（以下「発行法」という）第 7条第 1項としている。 

 

 

３、「採択」の定義 
  

3-1  文科省が作成した「教科書制度の概要 －６．教科書採択の方法」には、「採択と

は、学校で使用する教科書を決定すること」と説明し、そのうえで、「採択の方法」

を説明し、「採択」という文言を一連の手続の総称的に使用している。 

 

3-2  「義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律」（以下「無償措置法」
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という）には、「採択」の定義がなされておらず、手続きの規定のなかで「採択」と

いう文言が使用されている。 

 

3-3  無償措置法の作成に携わった諸沢正道文部省初等中等教育局教科書課長による同

法の解説書の『逐条解説 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律』（第

一法規出版株式会社、1964.3.31 発行）には、次のように「採択」の説明をしている。 

 

『採択は、発行さている多数の教科用図書のなかから、その地域、学校、児童生徒

に最も適したものを選択し、最終的は、その採択権者の所管する学校において共

通において使用されるもの一種を決定する行為であり』（44頁） 

 

3-4  坂本明(財)中央教育研究所常任理事は、『教科書の編纂・発行等教科書制度の変

遷に関する調査研究』（中村紀久二研究代表者(財)教科書研究センター特別研究員、

1997.3 発行）の「第 3節 採択」のなかで、「採択」について、次のように説明して

いる。 

 

『「採択」とは、学年または地区において次年度に使用する教科書を選定し決定す

る行為である。』（86頁） 

 

以上のように、「採択」とは、「学校で使用する教科書を決定すること」ではあるが、

「採択」は、教科書を選択ないし選定する行為をも含み、「採択」を単に使用する教科書

を「決定する行為」だけ限定する合理的、客観的な理由は存在しない。つまり、「採択」

とは、学校で使用する教科書を決定する一連の手続き行為を含むと解することが自然であ

る。すると、たとえば、調査研究資料を基にして採択協議会において教科書を選定し、答

申する行為は、単に採択手続の一部分を形成しているだけではなく、採択における権限の

一部分を形成していると解することが自然である。逆にいえば、教育委員会において、教

育委員らが、最終的に使用する教科書を審議し決定する行為は、採択手続の一部分に過ぎ

ず、それは、採択における権限の一部でしかないということになる。 

 

 

４、採択制度は、戦前の教育体制の反省に基づく戦後教育原理の下にある 
 

明治にはじまる日本近代国家（天皇制軍国主義中央集権国家）は、富国強兵を国家政策

とし、天皇が統治権の総撹者となり、同時に統帥権の保持者とした。また、皇祖皇宗の遣

訓にもとづく道徳の権威の体現者でもあった。この天皇制軍国主義中央集権国家は、大日

本帝国憲法と教育勅語および軍人勅諭をその精神的な支桂とし、国家が教育を完全に支配

し、その教育の中心課題も、教育勅語を中心として人々に帝国臣民としての自覚を持たせ、

忠君愛国の精神を植えつけることにあった。こうして、学校教育は、教育勅語に基づく国

定教科書を通して、天皇のために命を捧げる子どもたちを育成する場と化していた。この

ような教育を通して、国民をあの忌まわしい侵略戦争に動員して行ったのである。このよ
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うな教育を実際に全国津々浦々で担ったのが、一般行政官である知事や市町村長であった。 

戦後教育の教育方針を示した教育基本法成立直後に、その立案の任にあたった当事者た

ちが書き、立法者意思を明かにした『教育基本法の解説』は、同法第 10条についての記述

のなかで、戦前教育の精神及び制度について、次のような反省を示している。 

 

『教育行政が教育内容の面にまで立ち入った干渉をなすことを可能にし、遂に時代の政

治力に屈して、極端な国家主義的又は国家主義的イデオロギーによる教育・思想・学

問の統制さえ容易に行なわれるに至らしめた制度であった。更に、地方教育制度は、

一般内務行政の一部として、教育に関して十分な経験と理解のない内務系統の官吏に

よって指導させられてきたのである。このような教育行政が行なわれるところには、

はつらつたる生命をもつ、自由自主的な教育が生まれることはきわめて困難であっ

た。』        （文部省教育法令研究会『教育基本法の解説』126～127Ｐ） 

 

 

５、戦後教育原理に基く教科書制度の改革経過 
 

5-1  国家の教育への介入を排除するために、教育の中央集権から地方分権を図り、地

方公共団体の長からも独立した執行機関（行政委員会）として教育委員会を設置し

た。 

 

5-2  教育を司る教員は、天皇に忠君をつくすことが任であった官吏としての教員から、

「国民」（国民に限定する問題性から「」を付けた）全体の奉仕者となった。 

 

5-3  学校教育において教科の主たる教材とされる教科書は、国家が支配統制する国定

制度を廃し、検定制度（中央集権化を排除するために検定処分を行う所管を都道府

県教育委員会とした。しかし、戦後の紙不足を理由に文部省が所管となる）とした。 

 

5-4  これに伴い民間の会社が作成する教科書（複数）の中から、学校で子どもたちが

使用する教科書を選ぶという採択手続きが行われるようになった。 

 

5-5  その方法は、「教科内容の決定や教科書の選択などについては、現職の学校の先

生が、教育長を中心にしてその相談に参加します」（『教育委員会法のしおり』文部

省作成）とあるように、教育現場の教員らが中心となり、教科書の選定を行うよう

になった。 

5-6  教科書の決定や選択に参加するとある当時の教育長は、教員免許状を課していた。

それは、「教育に関して十分な経験と理解のない内務系統の官吏」の官僚的支配を

排除し、教育行政による教育内容への不当な介入を排除するためであった。 

 

以上のように、教育において極めて重要な位置にある学校教育における教科の主たる教

材である教科書の扱いは、戦前教育体制の反省に基づく戦後教育原理を体現している（23
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頁の採択手続の考察図参照）。そして、後で述べるように、教科書の選択は教員らに委ねら

れたのである。 

 

 

６、47年教育基本法の原理から「採択権限」を考察する 

 

「採択権限」を示す法令は存在しないばかりか、なり得ないことを、憲法及び教育基本

法（1947 年制定、以下「47年教育基本法」という）の原理などに基き述べる。 

 

周知の通り、現行教育法制の基本をなすのは、憲法及び 47 年教育基本法並び 2006 年教

育基本法である。教育委員会の在り方は、47 年教育基本法第 10条に示されている。なお、

47 年教育基本法は 2006 年に「改正」（以下「2006 年教育基本法」という）されたが、47

年教育基本法第 10条で禁止している「不当な支配」は、2006 年教育基本法第 16条に次の

ように引き継がれていることを確認しておく。 

 

『2006 年 11 月 22 日 

内閣総理大臣（安倍晋三君）  

また、「不当な支配に服することなく」と、これは今日の朝からこれは議論になっ

ているわけでありますが、教育の中立性、不偏不党性を確保することを適切に表すも

のとして引き続き規定する・・・』               （国会答弁） 

 

また、憲法学者の奥平康弘の次の記載が示すように、教育基本法との関係だけでなく、

憲法との関係からもそれに変更はあり得ないことは明らかである。 

 

『・・・学校教育における政治的中立性の確保という要請にふかくかかわる。ふつう、

政治的中立の確保は、教師、とくに義務教育諸学校における教師に対する義務づけと

して理解されている(義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時

描置法(昭 29 法 157)参照)。けれども、この要講がもっともつよく向けられねばなら

ないのは、通常「国家」という総括名称で呼ばれるところの統治機関(国会、中央およ

ぴ地方の教育行政機関)に対してである。この原理は、教育基本法 10条の規定、「①教

育は、不当な支配に服することなく、国民全体に対し直接に責任を負って行われるべ

きものである。②教育行政は、この自覚のもとに、教育の目的を遂行するに必要な諸

条件の整備確立を目標として行われなければならない」に、表現されているとおりで

ある。これは、「国家の教育権」を制約するものとして、たんに教育基本法が定めてい

るにとどまらず、日本国憲法自体が命じているところでもあるのである。』 

（『憲法Ⅲ人権（2）』芦部信喜編 第 2章教育を受ける権利 奥平康弘 422 頁 有斐閣） 

 

 

6-1 戦後教育改革によって教科書の選択を教員らに委ねた 
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47 年教育基本法を具現化するために、教育委員会法が公布（1948 年）され、同法第 1

条に、その目的を以下のように規定している。 

 

『この法律は、教育が不当な支配に服することなく、国民全体に対し直接に責任を負

って行われるべきであるという自覚のもとに、公正な民意により、地方の実情に即

した教育行政を行うために、教育委員会を設け、教育本来の目的を達成することを

目的とする。』 

 

文部省が作成した『教育委員会法のしおり』（1948 年）に、教育委員会制度の基本的

な考え方として、次の 3点を挙げている。 

 

(1) 憲法や教育基本法の思想である民主主義を生かすこと 

(2) 細かいことまで国がきめて監督していた強い中央集権をゆるめて、教育行政の地方

分権を行うこと 

(3) 教育の自主性を確保すること 

 

以上のような基本方針の基に、教育委員会法には、教育委員会の職務権限に関する規

定のなかで教科書の採択について、次のように規定している。 

 

『第 49条 教育委員会は、第４条に定める権限を行使するために、左に掲げる事務

を行う。 

4 教科用図書の採択に関すること。』 

 

 現行法の地教行法第 23条第 6項と微妙に異なるが、ほぼ同じである。文部省が作成し

た「教育委員会法のしおり』には、「５、教育委員会はどうやって仕事をするか」として

教科書採択について次のように説明している。 

 

（ｱ）『教科内容の決定や教科書の選択などについては、現職の学校の先生が、教育長

を中心にして相談に参加します。会議できめたことは、教育長が、その通りに実行

してゆくのです。』 

 

ここで言う教育長は、教育委員会法第 41条２項「教育長は、別に教育職員の免許に関

して規定する法律の定める教育職員の免許状を有する者のうちから、教育委員会が、こ

れを任命する」とあるように戦前の反省（教育に関して十分な経験と理解のない内務系

統の官吏によって指導させられてきた）により、教育の専門性を有する者がその任につ

くようになった。 

 

教科書の採択について、1947 年当時の文部省事務官の木田宏は、次のように述べてい

る。 
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（ｲ）『教科書の画一性を打ち破ることは、教師にそれだけ自主性が与えられることに

なる。すなわち一教科について幾種もの教科書が発行されるわけであるから、使用

するものの側においては、当然選択権を持つことになり、教師に自主性が与えられ

る』                       （『新教育と教科書制度』） 

 

1948 年 7 月 10 日に「教科書の発行に関する臨時措置法」が公布されたが、「教科書採

択のための展示」について触れているが、採択における権限の所在については一言もふ

れていない。しかし、同公布に先立つ同年 4 月、下記の『教科書検定に関する新制度の

解説』を発表し、文部省は次のように説明している。 

 

（ｳ）『教科書の採択は、文部省著作教科書、検定済み教科書をとわず、教師たちの意

見を十分とりいれた後、学校責任者（地方教育委員会ができたときには、地方教育

委員会を含む）が教育上最も適当と考えられるものを自由に択ぶことが建前である』     

（1948 年 4月『教科書検定に関する新制度の解説』） 

 

 またこの『解説』とかかわって同日文部省が発表した『昭和 24年度使用教科用図書展

示会実施要綱』では、 

 

（ｴ）『学校責任者は自由な立場で教科書を採択することができる。・・・教科書の採

択は、あくまでも民主的精神に基づいて行われるものであるから、いやしくも他よ

りの干渉や一方的な傾向の押しつけ等に左右されることがあってはならない』 

 

とその基本的な態度について解説し、さらに、 

 

（ｵ）『採択者は同一学年の各組ごとに異なる教科書を採択することができる』 

 

とも述べていた（『教科書の戦後史』徳武敏夫著 新日本出版社 57 頁）。 

 

（ｱ）～（ｵ）の文書は、採択権限者の所在を必ずしも明確にしてはいない。しかしな

がら、文科省や各教育委員会が主張する意味の「採択権限」でないことは明白である。

採択における権限について、教育委員会法と地教行法の職務権限における教科書の採択

に関する規定には、変動があると解することはできない。また、その変動を示す法令も

存在しない。よって、現在における採択における権限も、当時のままであると解するは

かない。よって、文科省らが、それを勝手に「採択権限」と解釈することは、憲法 39条

の不遡及原則に反する。 

 

 

6-2 採択の実態が示す採択における権限の実体 
 

県教委が発行し、教育史編集室が編集した『愛媛県教育史 第三巻』によれば、1956
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（昭和 31）年当時の愛媛県内の教育委員会数は、10 市、41 町、36 村、2 事務組合で合

計 89である。つまり、町、村教育委員会が圧倒的多数を占めている。つまり、それらの

教育委員会の管内する学校数は、小学校は 1～2 校、中学校は 1 校程度である。ゆえに、

先に示した『教育委員会法のしおり』の記載にある採択の説明を重ね合わせると、仮に

学校単位でなく教育委員会単位で採択が行われていたとしても、その採択の実態は、事

実上学校単位での採択であったことになる。 

つまり、教員らが中心になって選択ないし選定した教科書を、教育委員会において、

「承認する（＝決裁）」という形で教育委員会が採択（＝事務的「決定」）していたとい

うことである。これが、採択における権限の実体であり、採択方法の実態である。この

ことは、現在の広域採択制度においても変動があると解する合理的理由は存在しない。 

 

 

6-3 文科省・政府は学校採択を指向している 
  

文部省初等中等教育局通知「教科書採択の改善について」（1997 年 9 月 11 日）（以下

「97年通知」という）は、教科書採択において、学校単位の採択やより多くの教員参加

の方向での改革を提言している。この 97年通知は、政府の行政改革委員会の「規制緩和

の推進に関する意見（第二次）」（1996 年 12 月 16 日）に示された見解とそれを確認した

閣議決定「規制緩和推進計画の再改定について」（1997 年 3月 28 日）に基づいて発せら

れたものである。この閣議決定の教科書採択に関する内容は、次のようなものである。 

 

『将来的には学校単位の採択の実現に向けて検討していく必要があるとの観点に立

ち､当面の措置として、教科書採択の調査研究により多くの教員の意向が反映される

よう現行の採択地区の小規模化や採択方法の工夫改善について都道府県の取組みを

促す。』 

 

つまり、この閣議決定は、従来にもまして、教科書採択に教員の意向を反映させてい

こうとするものである。さらに翌年の閣議決定「規制緩和推進３か年計画」（1998 年 3

月 31 日）は、一歩進めて「法的整備を含めて検討」とトーンアップしたものとなってい

る。すなわち、この閣議決定は、次のようにいう。 

 

『将来的には学校単位の採択の実現に向けて法的整備を含めて検討していくという

必要があるとの観点に立ち､採択地区の小規模化や採択方法の工夫改善について、フ

ォローアップを図りながら都道府県の取り組みを引き続き促す。』 

 

そして、同趣旨の閣議決定が 1999 年及び 2000 年に繰り返し行なわれ、さらには、2009

年の文科省の通知で、「規制改革・民間開放推進三ヵ年計画」（平成 21 年 3 月 31 日再

改定）も踏まえ、市町村教育委員会の意向等を的確に踏まえ、採択地区がより適切なも

のとなるように不断の見直しに努めること」と明記し、この「規制改革・民間開放推進

三ヵ年計画」には、「学校教育の自主性、多様性を確保することの重要性も踏まえて、
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将来的には学校単位での教科書選択の可能性も視野に入れて、教科書採択地区の小規模

化を検討する」とあり、これを「継続的に検討・逐次実施」することを求めているので

ある。 

つまり、ここで指向されている採択とは、学校単位での採択である。すると、この採

択の在りようは、当然ながら学校毎で教員らの意見を取り入れた採択ということになり、

少なくとも文科省らが主張する意味における「採択権限」と相反する。 

 

 

6-4 小括（「教育委員らの独自評価に基づく採択」は違法な介入） 

 

つまり、文科省らが主張する意味における「採択権限が教育委員会にある」とする法

的根拠がないばかりか、「教育委員らの独自評価に基づく採択」を行うことは、教育行政

の限界を越えて教育内容への権力的な介入に当たり、47 年教育基本法第 10 条及び 2006

年教育基本法第 16条に反する。 

 

 

７、教育委員会が行う採択の実態とその権限の実体について 
 

7-1 学校教育法と学力テスト最高裁判決から、「採択権限」の実体の考察 
 

 北海道旭川学力テスト裁判（昭和 43年（あ）第 1614 号）の最高裁判所大法廷判決（以

下「学力テスト最高裁判決」という）は、教員（教諭）の教授の自由について次のよう

に判示している。 

 

『確かに、憲法の保障する学問の自由は、単に学問研究の自由ばかりでなく、その結

果を教授する自由をも含むと解されるし、更にまた、専ら自由な学問的探求と勉学

を旨とする大学教育に比してむしろ知識の伝達と能力の開発を主とする普通教育の

場においても、例えば教師が公権力によつて特定の意見のみを教授することを強制

されないという意味において、また、子どもの教育が教師と子どもとの間の直接の

人格的接触を通じ、その個性に応じて行われなければならないという本質的要請に

照らし、教授の具体的内容及び方法につきある程度自由な裁量が認められなければ

ならないという意味においては、一定の範囲における教授の自由が保障されるべき

ことを肯定できないではない。』 

 

 以上のように上記判示部分は、教員が子どもの学習権の主体であることを認め、「一定

の範囲」と制限しているが、そのためには教授の自由があるとしたものである。ここで、

「教師と子どもとの間の直接の人格的接触を通じ、その個性に応じて行われなければな

らない」ということが、「子どもの教育の本質的要請」であるとし、親や国（教育行政）

と異なり、教員との関係についてのみ、「直接の人格的接触」という表現を使用してい

る。 
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 これは、子どもに対する教育においては学校教育が重要であり、かつ、学校教育にお

いては教員と子どもたちとの間の直接の人格的接触が、「子どもが自由かつ独立の人格

として成長する」うえで極めて重要であることを前提とするものである。 

 学校教育法第 37条によって「教育をつかさどる」とされている者は主幹教諭（同第条

9 項）、指導教諭（同第条 10 項）、教諭（同第条 11 項）である。校長は「校務をつかさ

どる」、副校長は「校長の命を受けて校務をつかさどる」とされているように、学校教育

における教育の主体は、教員（教諭）である。 

 学力テスト最高裁判決と学校教育法における教員の規程を踏まえて、市川須美子（獨

協大学法学部教授）は、次のように「教師の教育内容決定権」について次のように「教

師側の意思の優越のもとに決定する権限が認められる」述べている。 

 

『学校教育活動は、授業課目にそって知識教育を主に行われる教科教育（ないし教科

指導））と、子ども・生徒の人間的成長・発達への直接的働きかけとして、授業の場

のみならず、ホーム・ルームやクラブ活動、学校行事などを通じて多面的に行われ

る生活指導とに区分される課外教育における。・・・・・教師の教育内容決定権の意

味での教育権は、教科教育と生活指導の両領域にわたり行使される。しかしながら、

この両領域において、教師の教育行使のあり方には決定的な違いがみられる。教科

教育についていえば、教師（集団）には、その教員免許状（中学校以上は教科別）

に裏打ちされた専門性にもとづいて、授業内容編成や成績評価などの教育専門的事

項を教師側の意思の優越のもとに決定する権限が認められる。』 

（『学校教育裁判と教育法』市川須美子著 三省堂 110～111 頁） 

 

つまり、学力テスト最高裁判決、学校教育法、教員免許法の上からも、学校において

子どもたち・生徒たちが使用する教科書を選定する権限は、教員にある。 

なお、国際的な文書では、国際常識といわれ日本政府も賛成して採択されたＩＬＯ・

ユネスコの「教員の地位に関する勧告」（1966 年）が、次のように規定している事もそ

れを裏付けている。 

 

『教育職は専門職としての職務の遂行にあたって学問上の自由を享受すべきである。

教員は生徒に最も適した教材および方法を判断するための格別の資格を認められた

ものであるから、承認された計画の枠内で、教育当局の援助を受けて教材の選択と

採用、教科書の選択、教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべき

である。』（第 61項） 

 

 

7-2 教科書検定手続きが指し示す「採択権限」の実体 
 

 教科書検定手続きにおける文部科学大臣（以下「文科大臣」という）の合否の決定権限

から、「採択権限」の実体を考察する。 
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前出の『教科書制度の概要』に、「教科書検定の手続等」として次のように述べている。 

 

『教科書検定の手続等 

1．教科書検定の手続 

（1）検定の申請があると、文部科学大臣は教科書調査官にその図書の調査を命じ、

教科用図書検定調査審議会に教科書として適切であるかどうか諮問します。審議会に

おいては、先述したように検定基準に基づいて適正かつ公正に審査が行われ、教科書

として適切か否かを判定し、これを文部科学大臣に答申します。文部科学大臣は、こ

の答申に基づいて合否の決定を行い、その旨を申請者に通知します。      』 

 

つまり、文科大臣は、「独自の判断」で検定の「合否の決定」しているのではない。

それは、「教育に関して十分な経験と理解のない内務系統の官吏によって指導させられ

てきた」（『教育基本法の解説』）などとの戦前の教育体制からの反省の上に立っているか

らである。つまり、それぞれの分野の専門的知識を持つ教科書調査官が申請本を調査し、

それを基に教科用図書検定調査審議会において審議委員が審議し、「教科書として適切

か否かを判定」し、それを文科大臣に答申し、同答申どおりに文科大臣が合否の決定を

行うのである。つまり、文科大臣の名による検定「合否の決定」の実態は、文科大臣が

教科書を調査研究し、文科大臣自身の評価（所見）で検定「合否の決定」を行うのでは

ない。つまり、「合否の決定」権の実体は、事務手続上の決裁を行うという意味におけ

る権限に過ぎない。 

教育委員会における教育委員らが審議し、決定するというその行為の権限も、この検

定における「合否の決定」行為における権限と同質のものである。つまり、教科用図書

検定調査審議会等の答申に基づく事務的手続の「承認」あるいは事務的「決裁」という

意味における採択における権限に過ぎない。 

 

 

7-3 教育委員会諸規則から「採択権限」の実体の検証 
 

採択における権限の実体を教育委員会諸規則から検証する。 

 

7-3-1 教育委員会の職務権限における「教科書その他の教材の取扱」とは 
 

「教育委員会」の職務権限を次のように地方自治法において定めている。 

 

『第 180 条の 8 教育委員会は、別に法律の定めるところにより、学校その他の教

育機関を管理し、学校の組織編制、教育課程、教科書その他の教材の取扱及び教

育職員の身分取扱に関する事務を行い、並びに社会教育その他教育、学術及び文

化に関する事務を管理し及びこれを執行する。          』 

 

 このように明確に教育委員会の職務権限として、「教科書その他の教材の取扱」に関
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する事務を管理し執行すると定めている。このように教育委員会の職務権限が、「事務

を管理し、これを執行する」ことになっているのも 47 年教育基本法第 10 条 2 項との

関係で、教育行政の基本的責務は、教育の条件整備にあるからである。そのうえで、

文科省らが、「採択権限」の根拠法としている地教行法第 23条第 6号の実体を検証す

る。 

  

『第 23 条 教育委員会は、当該地方公共団体が処理する教育に関する事務で、次

に掲げるものを管理し、及び執行する。 

    ６ 教科書その他の教材の取扱に関すること 』 

 

さらに、文科大臣及び教育委員会相互間の関係等を定めた同法第 48条にも以下のよ

うに「教科書の取扱」との文言がある。 

 

『第 48条 地方自治法第 245 条の 4第１項の規定によるほか、文部科学大臣は都

道府県又は市町村に対し、都道府県委員会は市町村に対し、都道府県又は市町村

の教育に関する事務の適正な処理を図るため、必要な指導、助言又は援助を行う

ことができる。 

２ 前項の指導、助言又は援助を例示すると、おおむね次のとおりである。 

2. 学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導、職業指導、教科書その

他の教材の取扱いその他学校運営に関し、指導及び助言を与えること。』 

 

「教科書その他の教材の取扱い」と同法第 23 条と 48 条には、同じ文言となってい

る。 

 

7-3-2 愛媛県教委の諸規則が示す「教科書その他の教材の取扱い」とは 
 

愛媛県教委の諸規則から「教科書その他の教材の取扱い」が何を意味しているのか

を検証する。 

 

『愛媛県教育委員会事務局組織規則 

第 1条 この規則は、地教行法（昭和 31年法律第 162 号）第 18条第 2項の規定

に基づき、愛媛県教育委員会事務局（以下「事務局」という。）の組織に関し必

要な事項を定めるものとする。 

第３条 各課及び室の所掌事務は、次のとおりとする。 

義務教育課 

(10) 小、中学校の教科書その他教材に関すること。 

高校教育課 

(15) 県立学校の教科書その他の教材の取扱いに関すること。』 

 

 『愛媛県教育委員会事務局教育事務所処務規程 
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第１条 教育事務所に総務課、教職員課、教育指導課及び社会教育課を置く。 

２ 各課の分掌事務を次のとおりとする。 

教育指導課 

(１) 教科書採択に関すること。』 

 

上記の「愛媛県教育委員会事務委任規則」に、愛媛県教育委員会事務局の義務教育

課の所管事務が、「小、中学校の教科書その他教材に関すること」とあるから、義務

教育課課長に使用する教科書を決める専決権があるとは解さないだろう。また、高校

教育課が、「県立学校の教科書その他の教材の取扱いに関すること」とあるので、高

校教育課課長に使用する教科書を決める専決権があるとは解さないだろう。 

「教科書その他の教材の取扱い」の示す意味は、それは単なる事務的な所管

を示す文言であり、その文言が示す規定によって、それを所管する教育委

員会が、教科書採択を円滑に行なうための条件整備としての事務的取扱を

行うのであると解するのが自然である。そのことは、採択に直接関与してい

ない担当部署の教育事務所の教育指導課が、「教科書採択に関すること」との規定に

よって、管内の市町教育委員会あるいは採択協議会における採択環境整備を行なうた

めの事務を担当してきた事実がその文言の意味を明確に示している。 

 

7-3-3 今治市教育委員会事務局処務規定の「教科書その他の教材に関すること」 
 

今治市教育委員会事務局処務規則には、次のようにある。 

 

『第 3 条 教育委員会の事務局(以下「事務局」という。)に、次の表

の左欄に掲げる課(室)を置き、これらの課(室)にそれぞれ

同表の右欄に掲げる係又は担当を置く。 

2 各課の分掌事務は、おおむね次のとおりとする。 

 

学校教育課 

 (10) 教科書その他の教材に関すること。』 

 

今治市教育委員会事務局処務規則においても、「教科書その他の教材に関

すること」と地教行法第 23 条 6号とほぼ同じ文言となっている。「今治市教育委

員会事務局」の「処務規則」となっていることからもより一層、事務手続

きの規定であることを示している。以上のことから、地教行法第 23条 6号を

「採択権限」と解するには余りにも無理があり、合理的・客観的理由が存在しない。 

 

また、教科書発行法第 7条第 1項は次のとおりである。 

 

『第 7条 市町村の教育委員会、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第２条第２

項に規定する国立学校及び私立学校の長は、採択した教科書の需要数を、都道府
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県の教育委員会に報告しなければならない。』 

 

これは教科書需要数の報告義務を定めたものに過ぎず、「採択権限」の根拠とはなり得

ないことは明白である。 

 

以上のことから、教育学者や教育法学者の多くは、「採択権は教育委員会にある」とす

る明確な法的根拠がないと主張している。その一人の浪本勝年（立正大学教授）は、次

のように述べている。 

 

『このように、現行法のもとでは、教科書採択権の所在に関する明確な成文の法的根

拠は存在していない。公立小・中学校の場合、義務教育諸学校の教科用図書の無償

措置に関する法が一定の採択地区を設定し、採択地区ごとに一種の教科書を採択す

るように規定している（同法 12 条）。そのため、採択事務を取扱う当該教育委員会

が、教科書採択権を有しているかのごとき「幻覚」が発生しているに過ぎないので

ある。』                   （『日本の教科書制度の検証』） 

 

 

7-4 小括（「教育委員の独自評価に基づく採択」は、適正手続違反） 

  

以上のように「採択権限」を示す法令は存在せず、教科書の選定ないし選択は教員ら

に委ねられ、「教育委員の独自評価に基づく採択」は、明らかに適正手続に反する違法な

採択ということになる。 

 

 

８、教育委員らは、独自評価に基づく採択を行うために必要な条件を満たしていない 
 

以上のように、「教育委員の独自評価に基づく採択」を明記した法令は存在せず、そのよ

うな採択方法は、適正な採択手続に反し違法な採択であるが、仮に違法ではないとした場

合においても、「教育委員の独自評価に基づく採択が可能であるのか」、「そのために必要で

ある条件を教育委員らは満たしているのであろうか」という問題が残る。 

以下、それを検証する。 

 

 

8-1 教科書を選定し、採択するために必要な条件 

 

市町村の教育委員会が所管する教科書は、小学校用及び中学校用教科書である。都道

府県の教育委員会が所管する教科書は、小学校用及び中学校用並びに高等学校用と特別

支援学校用教科書である。このように、市町村の教育委員会と都道府県の教育委員会で

は、採択の対象となる教科書が異なるが、「採択権者の権限と責任」というその法令上の

権限に違いがあるはずがない。よって、県教委を事例として、「採択権者の権限と責任」
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による採択の実態から採択における権限の実体を検証する。 

 

教育委員らが、独自の評価に基づき採択を行うというのであれば、少なくとも以下の

条件を各教育委員らが、満たしている必要があるだろう。 

 

(1) 各教科の専門的知識と教育実践経験を有していること。 

(2) 各教科における教科書に関する専門的知識を有していること。 

(3)  採択の対象となっている全ての教科書を読むこと。 

(4)  各教科の観点（調査項目＝「調査要素と具体的な観点」）に照らして各 

 教科書を読み比べ、選定するための基礎的な調査・研究を行っていること。 

(5)  教科書を実際に使用する児童・生徒や教員が、どのような教科書を希 

 望しているのかを調査・研究していることなど。 

 

 

8-2 県教委が所管している県立高校の多様なニーズ 

 

当然ながら、県教委が一方的に勝手に使用する教科書を決定してはならず、各学校の

教育方針、希望等に即した教科書を選定し、採択を行う必要がある。つまり、県教委が

所管する県立高校等の下記の条件に即した教科書を選定し、採択する必要がある。 

 

8-2-1  51 校 6 分校の県立高校（2008 年度 県立高等学校学科別合格者数（全日制）、      

11 校の県立高校（定時制）（2008 年度 県立高等学校学科別合格者数（定時制）、7

校 1分校の特別支援学校（2008 年度愛媛県県立特別支援学校入学定員、3校の中等

教育学校と合計 72 校 7 分校がある。しかも、水産高校、工業高校、農業高校、商

業高校、特別支援学校（高等部）、中等教育学校（後期）などなど多種多様の学校

である。 

 

8-2-2  これらの県立学校には、県立高等学校学科別合格者数（全日制）だけでも 48  

学科（普通、商業、情報デザイン、機械、電子機械、電気、情報電子、環境化学、

情報ビジネス、理数、生産科学、農業土木、グリーン環境、生活科学、ライフデザ

イン、電気システム、建設工学、園芸科学、園芸クリエイト、事務、情報処理、情

報技術、繊維工業、デザイン、総合、工業化学、建築、土木、繊維、流通経済、商・

国、森林環境、生物工学、園芸流通、食品化学、生活科学、環境開発、特用林産、

生産科学、畜産、水産食品、水産増殖、海洋技術、農業機械、生産食品、農業、漁

業、機関）と実に多種多様である。 

 

8-2-3  学校の所在地における地域社会のニーズ（生徒、保護者、地域社会）と歴史的

経過を加味し、そのうえで、各学校の教育方針・教育目標が示す各学校の独自の多

様な教育方針・目標等を定め、これに沿って、教科内容が編成されている。 
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8-2-4  つまり、実に多種多様な各学校のニーズや歴史性に即した教科書を選定し、採

択しなければならない。 

 

8-2-5  このような多種多様なニーズに答えるために多種多様な教科書が作成され、そ 

れらが、高等学校用教科書目録（2008 年度使用）には採択対象教科書として登載さ

れている。高等学校用教科書の第１部だけでも、950 種、983 点の教科書と 65の教

科（種目）がある。 

  

 

8-3 教育委員らは、独自評価に基づく採択を行うために必要な条件を満たしていない 

 

県教委は、小学校用及び中学校用並びに高等学校用と特別支援学校用教科書の採択を

「採択権者の権限と責任」に基づき、「教育委員の独自の評価に基づく採択」を行ってい

ると述べている。たとえば、県教委は、2009 年 8月 27 日の定例会会議録よれば、「議案

第 44 号平成 22 年度使用愛媛県立今治東中等教育学校、愛媛県立松山西中等教育学校及

び愛媛県立宇和島南中等教育学校前期課程教科書の採択について」、「議案第 45号平成

22年度使用県立高等学校及び県立中等教育学校後期課程教科書の採択について」、「議

案第 46 号平成 22 年度使用県立特別支援学校中学部及び高等部教科書の採択について」

において審議し、使用する教科書を決定する行為（採択）を行っている。 

「議案第 45 号平成 22 年度使用県立高等学校及び県立中等教育学校後期課程教科書の

採択について」だけでも「8-2-1」～「8-2-5」を考慮する必要があり、それは、高等学

校の第１部だけでも 950 種、983 点の教科書がその対象となる。 

仮に教育委員らが、独自の評価に基づき使用する教科書を決めるのであれば、先に示

した（1）～（5）の条件を各教育委員は満たしている必要がある。具体的には、「8-2-1」

～「8-2-5」で示した学校の教育方針及び目標に基づく多種多様な各学校の教科毎のニー

ズに適した教科書を選定し、採択する必要がある。しかしそのようなことが、人間の知

的能力上可能であろうか。また、教育委員らは、それを専従職としているのではなく（教

育長は専従）、いくつもの役職を兼任している。その教育委員らが、採択に際して、（1）

～（5）や「8-2-1」～「8-2-5」の準備をすることが肉体的に、また、時間的に可能であ

ろうか。その答えは、詳細な検証を行うまでもなく、「ＮＯ」であることは明々白々であ

る。 

そのことは、「議案第 45 号平成 22 年度使用県立高等学校及び県立中等教育学校後期

課程教科書の採択について」、「議案第 46 号平成 22 年度使用県立特別支援学校中学部

及び高等部教科書の採択について」の審議を記録した定例会会議録を読めば一目瞭然で

ある。つまり、「教育委員の独自の評価に基づく採択」であることを示すものは全く見

出せず、事務局案を承認し、決定したという採択を行為を行っているに過ぎない。 

扶桑社版歴史教科書を採択させた中心人物である今治市教委の小田委員長は、2009 年

度の中学校用教科書（9 教科 73 種の合計 135 冊）の採択に際して、「委員が全て教科の

教科書に目を通すことは、物理的に無理であると思います」（第 9回教育委員会会議録）

と述べている。これは、小田委員長が特別にそのように思うのではなく、教育委員の共
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通の認識を示す発言である。 

 

 

8-4 教育委員らは、独自の評価に基づく採択を行ってはならない 

 

以上のように、教育委員らは、独自の評価に基づく採択を行うために必要不可欠であ

る条件を満たしていない。よって、以上の点からも、「教育委員の独自の評価に基づく採

択」を行ってはならず、選定資料ないし採択資料に基づく採択、答申に基づく採択を行

う必要があり、「教育委員の独自の評価に基づく採択」は、適正手続に反し違法である。 

 

 

９、検定制度と採択制度の原理的相違の考察 
 

採択と検定は、次の述べるように原理的違いがある。この違を認識することは、今度の

運動を考察するうえに手助けになるだろう。よって、国（文科省）が、検定が必要である

とするその理由から検定と採択の原理的違いを考察する。 

 

『教科書検定の必要性 

 小・中・高等学校の学校教育においては、国民の教育を受ける権利を実質的に保障

するため、全国的な教育水準の維持向上、教育の機会均等の保障、適正な教育内容の

維持、教育の中立性の確保などが要請されています。文部科学省においては、このよ

うな要請にこたえるため、小・中・高等学校等の教育課程の基準として学習指導要領

を定めるとともに、教科の主たる教材として重要な役割を果たしている教科書につい

て検定を実施しています。』           （文科省のホームページより） 

 

なお、司法も国のこの主張を次のように追認している。 

 

『一般に社会公共的な問題について国民全体の意思を組織的に決定、実現すべき立場に

ある国は、国政の一部として広く適切な教育政策を樹立、実施すべく、また、しうる

者として、憲法上は、あるいは子ども自身の利益の擁護のため、あるいは子どもの成

長に対する社会公共の利益と関心にこたえるため、必要かつ相当と認められる範囲に

おいて、教育内容についてもこれを決定する権能を有するものと解さざるをえず、こ

れを否定すべき理由ないし根拠は、どこにもみいだせない』 

旭川学力テスト裁判の最高裁大法廷判決（1976 年 5 月 21 日） 

 

 

9-1 検定は、「国民」統制をその原理とする 

 

つまり、検定の必要理由は、「全国的な教育水準の維持向上、教育の機会均等の保障、

適正な教育内容の維持、教育の中立性の確保」であり、国家による教科書統制であり、
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それは、教科書を媒介とする「国民」統制原理に基くものである（検定制度は、違憲・

違法である）。 

 

 

9-2 採択は、住民主権原理に基く主権者の選択権である 

 

一方、採択制度は、国家による教科書統制後の枠内ではあるが、検定を経た教科書の

なかから、個々のニーズに即した「特定の教科書」（個々の教科知識・教科教育）を子ど

も・教員・保護者・地域住民などが選択する権利という住民主権原理に基くものである。 

 

 

9-3 検定は中央集権原理、採択は地方分権原理 

 

検定は、当初、都道府県教育委員会を所管として行われることとなっていたが、戦後

の紙不足を理由に文部省が行うようになった。しかし、都道府県教育委員会が検定を所

管したとしても、その原理及び目的の違いはなく、「国民」統制を行うことが目的である。

また同時に、その制度は、文科省ないし、都道府県教育委員会を中央とする中央集権制

度の原理に基く制度である。 

一方、採択は、地方分権の原理に基き、個々のニーズに即した学習権を確保するため

の選択権である。 

 

この異なる原理（中央主権・地方分権）は下記の表の数値が端的に示している。 

 

 

採択は、教育の地方分権原理 

05 年度 教科書採択関係状況調査（文科省） 

権限の所管（教育委員会） 2395 箇所 

採択区          583 箇所 

教育委員       7538 人 

選定審議会委員       883 人 採択地区協議会委員  5327 人 

選定委員会委員      6271 人 教科書調査員     27138 人 

教科書展示会場数     2078 箇所 総合計数       47157 人 

検定は中央集権原理 

06 年度 検定の参加人数 

権限の所管         1 箇所    教科書調査官      50 人 

検定審議委員        40 人    臨時委員        96 人 

検定結果展示会場数     8 箇所 総数          186 人 
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10、「アジアとの友好関係」などを採択基準、調査研究する観点とする規則などを求めよう 
 

検定と採択の原理の違いは、「つくる会」系教科書をめぐる中央集権原理における検定合

格と採択率に、その原理の違いよる現れる結果における違いを端的に示している。それは、

今後の運動のあり方に示唆を与えている。つまり、検定制度は、中央集権制度ではあるが、

運動のあり方としては、中央集権的に国政の場にだけ力を注ぐではなく、各地の住民が、

各地の教育委員会に対する取り組みにとするような工夫が必要であることを示唆している。 

 

 

10-1 教科書調査研究「調査要素と具体的な観点」の市民案の請願 
 

「えひめ教科書裁判を支える会」では、たとえば、歴史を歪曲した教科書が採択され難

いようにするために、教科書の調査研究する観点に、下記の市民案を県下の各教育委員会

へ提出する予定である。 

 

調査要素（Ａ内容の選択）  

 

具体的な観点（全教科） 

 

㋐ 日本国憲法の基本原理である民主主義、主権在民主義、国際平和主義などの趣旨

に即した内容になっているか。 

㋑ 子ども人権条約に即した内容になっているか。 

㋒ 子どもの学習権に基づき、子どもが自由かつ独立の人格として成長するために即

した内容になっているか。 

㋓ アジアとの友好関係を深める趣旨に即した内容になっているか。 

㋔ 世界人権宣言の趣旨に即した内容になっているか。 

㋕ 内容は公正かつ正確で、各教科分野における科学的研究成果が反映された㋖内容

になっているか。 

㋖ 生徒たちが公正に判断できるような内容になっているか。 

㋗ 執筆者からの一方的押しつけではなく、生徒たちが主体的に問題解決的な㋙学習

ができるような内容になっているか。 

㋘ 生徒が関心をもって自ら学び、考え、判断する力を養ってゆくための学習ができ

る内容になっているか。 

 

教科別の具体的な観点（歴史的分野） 

 

ⓐ 内容は公正かつ正確で、歴史的事実に則した内容になっているか。 

ⓑ 歴史的出来事や事件を多面的、多角的に考察した内容になっているか。 
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ⓒ 歴史の大きな流れが系統的に理解出来るような内容になっているか。 

ⓓ 歴史的事実の羅列ではなく、歴史的諸事象が歴史的に形成されてきたものとして

理解出来るようになっているか。歴史的事実、状況に到る原因が正確、公正に書

かれている内容になっているか。 

ⓔ 自国中心的になることなく、世界史的な視野、とりわけ関係の深い東アジア史の

中で、日本の歴史を位置づけ、捉えている内容になっているか。 

ⓕ 近隣諸国、諸地域との歴史的関係が、事実に則して、客観的に書かれている内容

になっているか。 

ⓖ 世界の諸国、諸地域、諸民族の歴史が公正かつ正確に描かれている内容になって

いるか。 

ⓗ 南北問題、戦争と平和の問題、さまざまな差別、抑圧の問題など、現代社会の抱

えている諸問題の歴史的原因を探求し、理解できるような内容になっているか。 

ⓘ 人権、民主主義、平和、平等、反差別等、現代世界の重要な価値・理念や、それ

を支える制度が、どのような歴史過程の中でつくり出されてきたか理解できるよ

うな内容になっているか。 

ⓙ 歴史の中に生き、歴史をつくってきた庶民、民衆の暮らしや文化が描かれ、また、

さまざまな抑圧の中から諸権利を獲得していった努力やたたかいの過程が書かれ

ている内容になっているか。 

 

 

11、「科書採択規則の制定を求める請願」を提出 
 

また、「えひめ教科書裁判を支える会」では、「教育委員の独自評価に基づく採択」を押

し止める目的で、同採択方法は違法であると、下記の「教科書採択規則の制定を求める請

願」を憲法第 16条が保障する請願権を行使するために教育委員会に提出した。 

 

 

請願の趣旨 

 

各教育委員会は、先の「２、「つくる会」の主張と採択における教育委員会の権限の強化」

述べた経過を経て、選定資料、採択資料、採択委員会の答申などを参考にはするが、最終

的には、各教育委員の個々人の独自の教科書に対する評価に基づき、多数決によって決定

するという採択を行っている。この採択方法は、先に述べた理由から違法な採択である。

よって、子どもの権利条約の趣旨に基づき、子どもの学習権を確保し、子どもが自由かつ

独立の人格として成長するために即した教科書が適正かつ公正に採択されるために、下

記の概要に沿った貴教育委員会における教科書採択規則を制定するよう、憲法 16 条に

基づき請願する。 

 

記 
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1、 制定を求める貴教育委員会における教科書採択規則の概要 

  

①   貴教育委員会は、子どもの権利条約の趣旨に基づき、子どもの学習権を確保し、

子どもが自由かつ独立の人格として成長するために即した教科書が、適正かつ公

正に採択されるため、教科書採択委員会(以下「採択委員会」という。)

を小学校及び中学校ごとに設置すること。 

②   採択委員会は、10 名の委員をもって組織し、委員は、教科書採択に利

害関係がない校長（1 名）、教頭（1 名）、教員（4 名）、保護者（2 名）、

市民（2 名）で構成すること。 

③   採択委員会に、専門的事項を調査・研究させるため、教科書調査部会

(以下「調査部会」という。)を各教科ごとに設置し、各教科の調査員は

5 名以上とすること。 

④   採択委員会の委員及び調査部会の調査員らは、その権限と責任におい

て、教科書の調査・研究のための「調査要素と具体的な観点」を教科ごとに協

議し、定めること。 

⑤   調査部会は、その権限と責任において、教科ごとの教科書を調査研究

し，その結果を採択委員会に答申すること。 

⑥   採択委員会は、その権限と責任において、開かれた採択を促進する観

点から、管轄の学校教員及び保護者（一般市民も含む）に教科書調査研究の参画

を求め、その結果を教科書調査報告書にまとめること。 

⑦   採択委員会は、公開の場で、⑤⑥の教科書調査報告書と愛媛県教科用図書

選定資料の評価に基づき、最も評価の高い教科書を選定し、評価が分かれている場

合にのみ、審議により選定し、教育委員会へ答申すること。 

⑧   教育委員会は、採択委員会の答申どおりの教科書を採択すること。  

⑨   採択委員会及び調査部会の運営要綱を別途定めること。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12、採択制度の考察図 
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地方政府（沖縄県・議会・
教育委員会）と沖縄住民 
 

沖縄戦「集団自決（集団強制

死）」の軍の強制を示す記述に

対する検定意見の撤回要求 

中央集権原理 

地方分権・住民自治（住民参政）原理 

民衆統制が、委員会の原理 

教育上の見地における教育の民主化、

教育の地方分権、教育の自主性と、中央

政府と地方政府（地方自治体）との見地

における「地方分権」と「住民自治」を

併せ持った行政委員会として、地方自治

体に教育委員会を設置。 

憲法原理からの採択制度の考察図 
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